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国立大学法人静岡大学教職員就業規則 

29. 4. 1 最終改正 

 

第１章 総則  

（目的） 

第１条 この規則は、国立大学法人静岡大学（以下「本学」という。）の教職員の労働条件、服

務規律その他就業に関し、必要な事項を定める。  

２ この規則及び附属する諸規程に定めのない事項については、労働基準法（昭和２２年法律第

４９号。以下「労基法」という。）その他の関係法令の定めるところによる。なお、労働協約

に別段の定めをおく場合は、それによる。  

（教職員の定義） 

第２条 この規則において「教職員」とは、期間の定めのない雇用による常勤の教員、教務職

員、技術職員、事務職員、医療職員、技能職員及び労務職員をいう。  

２ この規則において「教員」とは、教授、准教授、専任講師、助教、助手、副校長、副園長、

教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭及び栄養教諭の職にある者をいう。  

３ この規則において「職員」とは、前項に掲げる職にある者以外の者をいう。  

（適用範囲） 

第３条 この規則は、前条に定める教職員に適用する。  

２ 教員の採用、懲戒及び研修等に関し、別段の定めを置くときは、その定めるところによる。 

３ 期間を定めて雇用する教職員の就業等に関する事項については、別に定める。  

（職掌） 

第４条 教職員の職掌に関し必要な事項は、別に定める。  

第２章 採用  

（採用） 

第５条 教職員の採用は、競争試験又は選考による。  

２ 教職員の競争試験又は選考に関し必要な事項は、別に定める。  

 （クロスアポイントメント制度） 

第５条の２ 本学の教育、研究及び産学連携活動の更なる向上を図るため、国立大学法人静岡大

学クロスアポイントメント制度（以下「クロスアポイントメント制度」という。）を実施す

る。 

２ クロスアポイントメント制度に関し必要な事項は、別に定める。 

（労働条件の明示） 

第６条 学長は、採用しようとする教職員に対しては、この規則のほか労基法第１５条及び労基

法施行規則第５条に定める採用時の給与額、労働時間等を記載した書面（労働条件通知書）を

交付する。  

（提出書類） 

第７条 本学の教職員として採用された者は、次の各号に掲げる書類を速やかに提出しなければ

ならない。ただし、学長がその必要を認めない場合は、その一部を省略することがある。  
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(1) 履歴書  

(2) 卒業証明書  

(3) 住民票記載事項証明書  

(4) 各種免許・資格に関する証明書  

(5) 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法

律第２７号。以下「番号利用法」という。）第７条第１項に定める通知カードの写し、番号

利用法第２条第７項に定める個人番号カードの写し又は同条第５項に定める個人番号の記載

された住民票記載事項証明書  

(6) 住所届  

(7) 通勤届  

(8) 扶養親族届  

(9) その他本学が必要と認める書類  

２ 前項第５号に規定する書類の提出にあたっては、事前に利用の目的について教職員に説明す

るものとする。  

３ 第１項の提出書類の記載内容に変更があったときは、教職員は、所定の書式により、その都

度速やかに届け出なければならない。  

４ 教職員の扶養親族が社会保険に関する法令による被扶養者に該当する場合の番号利用法第 2

条第４項に定める個人番号の収集は当該教職員を介して行う。  

（試用期間） 

第８条 教職員（附属学校園の教員を除く。）として採用された日から６か月間は、試用期間と

する。ただし、学長が特に認める場合は、試用期間を短縮し又は設けないことができる。  

２ 教職員（附属学校園の教員に限る。）として採用された日から１年間は、試用期間とする。

ただし、人事交流協定により地方自治体の教員から引き続き附属学校園の教員となった者につ

いては、この限りでない。  

３ 前項の試用期間において、試用の目的が達せられないと客観的に判断された場合には、必要

最小限の範囲で試用期間を延長することができる。  

４ 学長は、試用期間中の教職員を、勤務成績不良又は心身の故障等の事由により、本学に引き

続き雇用しておくことが不適格であると認める場合は、解雇することができる。  

５ 試用期間は、勤続年数に通算する。  

（本採用） 

第９条 試用期間を満了した者については、勤務成績、職務遂行能力及び健康状態等を総合的に

判断し、適格であるときは本採用とする。  

第３章 服務規律  

（誠実義務） 

第１０条 教職員は、本学の社会的使命と、その業務の公共性を自覚し、誠実に職務を遂行しな

ければならない。  

２ 教職員は、相互に人格を尊重するとともに、常に能力の開発及び業務の改善を目指し、協力

して本学の運営に当たらなければならない。  

- 74 -



- 3 - 

 

（遵守事項） 

第１１条 教職員は、次の各号に掲げる事項を遵守して職務を遂行しなければならない。  

(1) 法令、この規則及び附属する諸規程並びに本学諸規則等を遵守すること。  

(2) 業務命令に従い、職場の秩序を保持すること。  

(3) 職場の風紀を乱さないこと。  

(4) 本学の正常な業務の運営を妨害しないこと。  

(5) 職務上の地位を利用して金品の貸借関係を結んだり、贈与及び供応の利益を受けたりしな

いこと。  

(6) 本学の施設を許可なく利用しないこと。  

(7) 本学の秩序及び規律を乱さないこと。  

(8) 本学の名誉及び信用を失墜させる行為を行わないこと。  

（秘密の遵守） 

第１２条 教職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。なお、その職を退いた後も、

同様とする。  

（兼業）) 

第１３条 教職員が兼業を行おうとする場合は、学長の許可を得なければならない。  

２ 教職員の兼業に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人静岡大学教職員兼業規程によ

る。  

（ハラスメントの防止） 

第１４条 教職員は、人権侵害及びハラスメントをいかなる形においても行ってはならない。ま

た、常にこれらの防止に努めなければならない。  

２ ハラスメントの防止等に関し必要な事項は、別に定める。  

（教職員の倫理） 

第１５条 教職員の遵守すべき倫理に関し必要な事項は、別に定める。  

第４章 勤務  

第１節 労働時間、休憩及び休日  

（労働時間・休憩・休日） 

第１６条 教職員の労働時間、休憩及び休日等に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人静

岡大学教職員労働時間等に関する規程による。  

第２節 休暇及び休業  

（休暇） 

第１７条 教職員の休暇に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人静岡大学教職員休暇等規

程による。  

（育児休業） 

第１８条 教職員の育児休業に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人静岡大学教職員育児

休業等規程による。  

（介護休業）) 
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第１９条 教職員の介護休業に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人静岡大学教職員介護

休業等規程による。  

（自己啓発等休業） 

第１９条の２ 教職員の自己啓発等休業に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人静岡大学

教職員自己啓発等休業規程による。  

第３節 人事異動  

（昇進・昇格） 

第２０条 教職員の昇進及び昇格（以下「昇進等」という。）のための選考は、総合的な能力の

評価により行う。  

２ 教職員の昇進等のための選考の基準は、別に定める。  

（配置転換） 

第２１条 教職員は、業務上の必要により、転勤、職場異動又は従事する職種の変更（以下「配

置転換」という。）を命じられることがある。  

２ 前項に規定する配置転換を命じられた教職員は、正当な理由なくこれを拒否することができ

ない。  

３ 教職員の配置転換に関し必要な事項は、別に定める。  

（出向・転籍） 

第２２条 教職員は、業務上の必要により、出向又は転籍を命じられることがある。  

２ 前項に規定する出向又は転籍は、教職員の同意を得て行うものとする。  

３ 教職員の出向又は転籍に関し必要な事項は、別に定める。  

第４節 休職  

（休職） 

第２３条 教職員が次の各号のいずれかに該当する場合は、休職とすることができる。  

(1) 心身の故障のため、長期に休養を要する場合  

(2) 刑事事件に関し起訴され、職務の正常な遂行に支障を来す場合  

(3) 水難、火災その他の災害等により生死不明又は所在不明の場合  

(4) 公職に就任し、長期にわたって本学の職務に従事できない場合  

(5) 大学、学校及び研究所等の公共的施設において、その教職員の職務に関連があると認めら

れる研究、調査等に従事する場合  

(6) わが国が加盟している国際機関、外国の政府機関等からの要請に基づき、派遣される場合 

(7) 附属学校園教員が大学院修学休業する場合  

(8) 労働組合業務に専従する場合  

(9) その他特別の事由により休職とすることが適当と認められる場合  

２ 試用期間中の教職員については、前項の規定を適用しない。  

３ 休職者は、教職員としての身分を保有するが、本学の職務に従事しない。  

４ 教職員の休職の取扱いに関し必要な事項は、別に定める。  

（休職期間） 
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第２４条 前条第１項各号に掲げる事由による休職期間（第２号に掲げる事由による休職の期間

を除く。）は、３年を超えない範囲内で必要な期間とする。この場合において、休職の期間が

３年に満たないときは、休職を開始した日から引き続き３年を超えない範囲内において、これ

を更新することができる。  

２ 前条第１項第２号に掲げる事由による休職の期間は、当該事件が裁判所に係属する期間とす

る。  

（復職） 

第２５条 学長は、休職中の教職員の休職事由が消滅した場合は、速やかに復職させるものとす

る。  

２ 第２３条第１項第１号に該当する休職者が復職する場合は、本学の指定する医師による休職

事由消滅の診断書を学長に提出しなければならない。  

３ 教職員を復職させる場合は、原則として休職前の職務に復帰させる。ただし、心身の状態及

びその他の事情を考慮して、他の職務に就かせることができる。  

４ 休職事由が消滅し、復職を命じられたにもかかわらず、教職員が正当な理由なく復職しない

場合は、復職発令の日より無断欠勤の取扱いとする。  

第５節 降格  

（降格） 

第２６条 教職員が次の各号のいずれかに該当する場合は、降格させることがある。  

(1) 勤務成績が不良の場合  

(2) 心身の故障のため職務遂行に支障を来す場合  

(3) その他職務の遂行に必要な適格性を欠く場合  

第６節 評価  

（勤務成績の評定） 

第２７条 教職員の勤務成績について、評定を実施する。  

２ 教職員の評価に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人静岡大学教職員人事評価実施規

程及び国立大学法人静岡大学教育学部附属学校園の教員に係る勤務評定実施規程による。  

３ 前項の規定にかかわらず､国立大学法人静岡大学年俸制適用教員給与規程の適用教員に係る

年俸額に関する評価については､年俸制運用細則の定めるところによる｡  

第５章 給与  

（給与） 

第２８条 教職員の給与に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人静岡大学教職員給与規程

及び国立大学法人静岡大学年俸制適用教員給与規程による。  

（退職手当） 

第２９条 教職員の退職手当に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人静岡大学教職員退職

手当規程による。  

第６章 退職及び解雇  

（退職） 
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第３０条 教職員が次の各号のいずれかに該当する場合は、退職とし、本学の教職員としての身

分を失う。  

(1) 死亡した場合  

(2) 定年に達した場合  

(3) 本人から退職の申し出があり、所定の手続きが完了した場合  

(4) 第２４条の休職期間が満了しても復職できない場合  

(5) 本学の専任役員に就任した場合  

２ 前項第３号により退職しようとする場合には、退職を予定する日の少なくとも１４日前まで

に文書をもって学長に届け出なければならない。  

（定年） 

第３１条 教職員は、定年年齢に達した日以後の最初の３月３１日に退職する。  

２ 教職員の定年年齢は、満 60 歳とする。ただし、次の各号に掲げる教職員の定年年齢は、当

該各号に定める年齢による。  

(1) 教員（副校長、副園長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭及び栄養教諭を除

く。次条において同じ。） 満６５歳  

(2) 労務職員 満６３歳  

（教職員の早期退職） 

第３１条の２ 学長は、定年前に退職する意思を有する教職員の募集を行うことができる。  

２ 前項の教職員の早期退職に関し、必要な事項は、別に定める。  

（再雇用） 

第３２条 第３１第１項の規定により退職した教職員については、引き続き再雇用することがで

きる。  

２ 教職員の再雇用に関し必要な事項は、別に定める。  

（解雇） 

第３３条 教職員が次の各号のいずれかに該当する場合は、解雇することができる。  

(1) 勤務成績が著しく不良で、向上の見込みがない場合  

(2) 心身の故障のため職務遂行に堪えられない場合  

(3) その他職務の遂行に必要な適格性を著しく欠く場合  

(4) 第４０条第２項に定める懲戒解雇事由に該当する事実があると認められた場合  

(5) 事業の縮小、閉鎖その他やむを得ない経営上の必要がある場合  

（解雇の制限） 

第３４条 前条の定めにかかわらず、次の各号のいずれかに該当する期間及びその後３０日間は

解雇しない。  

(1) 業務上負傷し又は疾病に罹り、療養のため休業する期間  

(2) 産前産後の女性教職員が国立大学法人静岡大学教職員休暇等規程に基づいて休業する期間 

２ 前項の規定は、業務上の傷病の場合において、療養開始後３年を経過した日に労働者災害補

償保険の傷病補償年金の給付がなされ、労基法第８１条の規定によって打切補償を支払ったも

のとみなされる場合は、適用しない。  

- 78 -



- 7 - 

 

（解雇の予告） 

第３５条 教職員を解雇する場合は、３０日以上前に本人に予告するか、又は労基法第１２条に

規定する平均賃金（以下「平均賃金」という。）の３０日分に相当する解雇予告手当を支給す

る。  

２ 前項の予告の日数は、平均賃金を支払った日数分を短縮することができる。  

３ 前２項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、予告することなく即時

に解雇するものとする。  

(1) 試用期間中の者を採用の日から１４日以内に解雇する場合  

(2) 懲戒解雇する場合  

（退職時の物品等の返還） 

第３６条 教職員が退職又は解雇された場合は、本学から借用している物品等を速やかに返還し

なければならない。  

（退職証明書の交付） 

第３７条 教職員から労基法第 22条に定める退職証明書の交付の請求があった場合は、これを

交付する。  

第７章 表彰及び懲戒等  

第１節 表彰  

（表彰） 

第３８条 教職員が次の各号のいずれかに該当する場合は、表彰する。  

(1) 永年にわたり誠実に勤務し、その成績が優秀で他の教職員の模範となる場合  

(2) 社会的功績により本学の名誉となり、他の教職員の模範となる場合  

(3) 本学の発展に大きな貢献を果たした場合  

(4) 本学において重大な事故、災害を未然に防止し、又は事故、災害への対処において、その

功績が顕著であった場合  

(5) その他、学長が特別に認めた場合  

２ 表彰に関し必要な事項は、別に定める。   

第２節 懲戒等  

（懲戒の種類） 

第３９条 懲戒の種類は、次の各号に掲げるものとする。  

(1) 戒告 始末書を提出させ、将来を戒める。  

(2) 減給 始末書を提出させるほか、給与の一部を減額する。ただし、減給額は、一事案につ

いて平均賃金１日分の２分の１を超えないものとし、複数の事案に及ぶ場合は、総額におい

て給与算定期間の給与総額の１０分の１を超えないものとする。  

(3) 出勤停止 始末書を提出させるほか、１４日間を限度として出勤を停止し、その間の給与

を支給しない。  

(4) 停職 １か月以上６か月以下の期間職務に従事させず、その間の給与を支給しない。  
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(5) 諭旨解雇 退職願の提出を勧告しこれを受け入れた場合、３０日前の予告若しくは３０日

以上の平均賃金の支払いをして解雇する。ただし、これに応じない場合は、懲戒解雇とす

る。 

(6) 懲戒解雇 予告期間を設けないで即時に解雇する。この場合、労働基準監督署長の解雇予

告除外認定を受けたときは、解雇予告手当を支給しない。  

（懲戒の事由） 

第４０条 教職員が次の各号のいずれかに該当する場合は、情状に応じ、戒告、減給、出勤停止

又は停職とすることができる。  

(1) 正当な理由なく、しばしば遅刻、早退をした場合  

(2) 正当な理由なく、無断欠勤し、出勤の督促に応じなかった場合  

(3) 正当な理由なく、みだりに職場を離脱し、業務に支障を来した場合  

(4) 職務怠慢により、本学に災害又は事故を引き起こし、損害を与えた場合  

(5) 故意又は重大な過失により、本学の施設、備品及び機器等を破壊したり、帳票類又はデー

タ等の資料を紛失若しくは破壊した場合  

(6) 正当な理由なく業務命令に反し、業務に支障を来した場合  

(7) 本学の秘密を他に漏らし、本学に損害を与えた場合  

(8) 本学が保有する特定個人情報（番号利用法第２条第８項に定める特定個人情報をいう。以

下同じ。）を不当に取得した場合  

(9) 本学が保有する特定個人情報を過失により漏えい又は流出させた場合  

(10) 研究過程又は研究成果物等において、虚偽あるいは不正なデータ等を使用又は使用させた

場合  

(11) 研究費等の公的資金の使用及び管理において、不適切又は不正な行為等を行った場合  

(12) 許可なく兼業を行い、職務に支障を来した場合  

(13) 素行不良で本学の風紀秩序を乱した場合  

(14) 本学の名誉又は信用を著しく傷つけた場合  

(15) 重ねて訓告又は厳重注意を受けたにもかかわらず、なお改悛の情が明らかでない場合  

(16) この規則及び附属する諸規程並びに本学諸規則等によって遵守すべき事項に違反した場合 

(17) その他前各号に準ずる行為があった場合  

２ 教職員が次の各号のいずれかに該当する場合は、懲戒解雇とすることができる。ただし、平

素の勤務態度その他情状によっては、停職又は諭旨解雇とすることがある。  

(1) 正当な理由なく、長期にわたり無断欠勤した場合  

(2) 職務怠慢により、本学に災害又は事故を引き起こし、重大な損害を与えた場合  

(3) 本学の物品を許可なく他に流用し、又は本学の金品を着服した場合  

(4) 本学の秘密を他に漏らし、本学に重大な損害を与えた場合  

(5) 本学が保有する特定個人情報を故意又は重大な過失により漏えい又は流出させた場合  

(6) 重大な経歴詐称をした場合  

(7) 他人の発明、著作及び論文等を剽窃した場合  
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(8) 研究過程又は研究成果物等において、データの改ざん・ねつ造等重大な不正行為を行った

場合  

(9) 研究費等の公的資金の使用及び管理において、重大な不正行為を行った場合  

(10) 許可なく兼業を行い、職務に重大な支障を来した場合  

(11) 刑事事件に関与し、有罪判決を受けた場合  

(12) 重ねて戒告、減給、出勤停止又は停職等の懲戒処分を受けたにもかかわらず、なお改悛の

情が明らかでない場合  

(13) この規則及び附属する諸規程並びに本学諸規則等によって遵守すべき事項に違反し、その

程度が著しい場合  

(14) その他前各号に準ずる程度の不適切な行為があった場合  

（懲戒手続） 

第４１条 懲戒手続に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人静岡大学教職員懲戒規程によ

る。  

（訓告等） 

第４２条 服務を厳正にし、規律を保持する必要がある場合は、学長は教職員に対して懲戒処分

によらず、訓告又は厳重注意あるいは注意（以下「訓告等」という。）を行うことができる。 

２ 訓告等に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人静岡大学教職員訓告等規程による。  

第８章 出張及び研修  

（出張） 

第４３条 本学の業務上必要がある場合は、教職員に出張を命じることができる。  

２ 出張に関し必要な事項は、別に定める。  

（研修） 

第４４条 本学の業務上必要がある場合は、教職員に研修を命じることができる。  

２ 研修に関し必要な事項は、別に定める。  

第９章 安全及び衛生  

（遵守義務） 

第４５条 教職員は、この規則及び労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）その他の関係法

令に基づいて、常に安全、衛生及び健康管理に留意するほか、本学が行う安全、衛生に関する

措置に協力しなければならない。  

（安全衛生教育） 

第４６条 教職員は、本学が行う安全、衛生に関する教育を受けなければならない。  

（防災・事故防止） 

第４７条 教職員は、地震、火災その他の非常災害を感知、発見又はその危険を知ったときは、

臨機の措置をとるとともに、その旨を直ちに所属長その他関係者に連絡してその指示に従い、

被害を最小限に止めるよう努めなければならない。  

２ 教職員は、常に事故防止に心がけ、職務遂行時には安全確保に必要な行動をとるよう努めな

ければならない。  
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３ 教職員は、大規模地震の予知に関する法令に基づく措置がとられ、又は大規模地震が発生し

た場合には、別に定める静岡大学自主防災規則に従って、協力して事態に対処するよう努めな

ければならない。  

（健康診断等） 

第４８条 教職員は、本学が毎年定期又は臨時に行う健康診断及び心理的な負担の程度を把握す

るための検査並びにその結果に基づく面接指導（以下「面接指導」という。）を受けなければ

ならない。  

２ 教職員の健康診断及び心理的な負担の程度を把握するための検査並びに面接指導について

は、別に定める国立大学法人静岡大学教職員労働安全衛生管理規程による。  

（安全・衛生の確保） 

第４９条 教職員の安全及び衛生に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人静岡大学教職員

労働安全衛生管理規程による。  

第１０章 福利厚生  

（福利厚生） 

第５０条 教職員の福利厚生に関し必要な事項は、別に定める。  

第１１章 苦情処理  

（苦情処理） 

第５１条 教職員の労働条件に関する苦情を迅速かつ公正に処理するため、本学に苦情処理制度

を設ける。  

２ 苦情処理に関し必要な事項は、別に定める。  

第１２章 雑則  

（災害補償） 

第５２条 教職員が業務上若しくは通勤途上において負傷し、或いは死亡し、又は業務上疾病に

罹った場合には、労基法及び労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）に定めるとこ

ろにより災害補償を行う。  

２ 法定外補償に関し必要な事項は、別に定める。  

（損害賠償義務） 

第５３条 教職員が故意又は重大な過失によって本学に損害を与えた場合には、その全部又は一

部を賠償させることができる。ただし、これによって、この規則に定める懲戒を免れることは

できない。  

（規則の改廃） 

第５４条 この規則及び附属する諸規程を改廃する場合は、事業場の教職員の過半数を代表する

者の意見を聴いて行うものとする。 

附 則  

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。  

附 則  

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。  

附 則  
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この規則は、平成１９年４月１日から施行する。  

附 則  

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。  

附 則  

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則  

この規則は、平成２２年１０月１日から施行する。 

附 則  

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則  

この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則  

この規則は、平成２６年１２月２４日から施行する。 

附 則  

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則  

１ この規則は、平成２７年１２月１日から施行する。 

２ 第７条の規定にかかわらず、本規則の施行日の前日から在職する教職員の同条第１項第５号

に規定する書類は、本規則施行後別途決められた方法で速やかに提出するものとする。 

附 則  

この規則は、平成２８年３月１日から施行する。 

附 則  

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 
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国立大学法人静岡大学特任教員規程 

30. 4. 1最終改正 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、国立大学法人静岡大学(以下「本学」という。)が雇用する国立大学法人静

岡大学有期雇用教職員就業規則第２条及び国立大学法人静岡大学非常勤雇用教職員就業規則第

２条に定める特任教授、特任准教授、特任助教及び特任教諭(以下「特任教員」という。)に関

し、必要な事項を定める。  

（職務） 

第２条 特任教員は、本学が実施する教育・研究の業務の一層の充実と活性化に資することを目

的とし、本学が特に指定した業務に専ら従事する。  

（契約） 

第３条 特任教員の雇用契約期間は、３年の範囲内の期間をもって締結する。ただし、プロジェ

クト等の完了に必要な期間が３年を超える場合、又は博士の学位及び高度の専門的知識等を有

するもので、当該知識等を必要とする業務に従事させる場合には５年の範囲内とすることがあ

る。  

２ 前項の雇用契約の更新は、最初の契約から通算して１０年（特任教諭にあっては５年）を超

えないものとする。  

３ 前項の雇用契約の期間は、当該雇用契約前において、本学の規則等に基づき、本学に期間を

定めて雇用されていた者については、当該本学に期間を定めて雇用されていた期間（特任教

授、特任准教授及び特任助教については、学部生及び大学院生である間に雇用されていた期間

を除く。）を含むものとする。ただし、本学との間で締結された一の有期雇用契約の雇用期間

が満了した日と本学との間で締結された次の有期雇用契約の雇用期間の初日との間に労働契約

法第１８条第２項に定める空白期間に該当する期間がある場合には、当該空白期間前の雇用契

約期間は含まない。  

（勤務形態） 

第４条 特任教員の勤務形態は、次の各項のいずれかによる。  

(1) 国立大学法人静岡大学教職員労働時間等に関する規程第３条の規定によるもの。（以下

「フルタイム勤務」という。）  

(2) 国立大学法人静岡大学非常勤雇用教職員労働時間等に関する規程第３条の規定によるも

の。（以下「短時間勤務」という。）  

（休暇） 

第５条 特任教員の休暇は、勤務形態の別によりそれぞれ次の各号の定めるところによる。  

(1) フルタイム勤務の者は、国立大学法人静岡大学教職員休暇等規程を適用する。  

(2) 短時間勤務の者は、国立大学法人静岡大学非常勤雇用教職員休暇等規程を適用する。  

（給与等） 

第６条 フルタイム勤務の特任教授、特任准教授、特任助教の給与は年俸制とし、別表１の基本

年俸表を適用して個別の労働契約により定める。年俸制特任教員の基本給月額は、基本年俸額

の１２分の１の額とする。  

２ 短時間勤務の特任教授、特任准教授、特任助教の給与は時間給制とし、別表２の時間給表を

適用して、個別の労働契約により定める。  
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３ 特任教諭の給与は、個別の労働契約により定める。  

４ 特任教員の諸手当は、通勤手当、特殊勤務手当及び時間外労働手当を支給し、その他の手当

は支給しない。  

５ 特任教員には賞与及び退職手当は支給しない。  

６ 特任教員は、第３条第１項の契約期間中は昇給しない。  

７ 本条各項の規定によるほか、特任教員の給与の支給等に関する取扱いは、勤務形態の別によ

り、それぞれ次の各号の定めるところによる。  

(1) フルタイム勤務の者は、国立大学法人静岡大学有期雇用教職員給与規程を適用する。  

(2) 短時間勤務の者は、国立大学法人静岡大学非常勤雇用教職員給与規程を適用する。  

（その他） 

第７条 その他特任教員の就業に関しては、国立大学法人静岡大学教員の就業に関する規程を適

用するほか、勤務形態の別により次の各号の定めるところによる。  

(1) フルタイム勤務の者は、国立大学法人静岡大学有期雇用教職員就業規則を適用する。  

(2) 短時間勤務の者は、国立大学法人静岡大学非常勤雇用教職員就業規則を適用する。  

２ この規程に定めるもののほか、特任教員の配置、選考その他特任教員の取扱いに関し必要な

事項は、学長が別に定める。  

（適用除外） 

第８条 第１条から第３条までの規定を除き、この規程は、国立大学法人静岡大学クロスアポイ

ントメント制度に関する規程第２条第３号ロに定める特任教授、特任准教授又は特任助教につ

いては、適用しない。 

 

附 則  

１ この規程は、平成 20年 4月 1日から施行する。  

２ この規程の施行日前に静岡大学客員教授及び客員准教授選考規則(平成元年７月１９日制定)

の規定に基づく選考により、客員教授又は客員准教授として寄附講座又は寄附研究部門に配置

されている者については、この規程の規定により特任教授、特任准教授又は特任助教として選

考されたものとみなす。  

３ 国立大学法人静岡大学特任教授規程は廃止する。 

   附 則 

 この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この規程は、平成２５年７月１日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 

２ 平成２５年３月３１日以前に特任教員であった者については、改正前の規程によるものとす

る。ただし、学長が特に認めたものにあってはこの限りではない。 

   附 則 

 この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 
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別表１ 特任教員基本年俸表（第６条第１項関係） 

号 基本年俸額 基本給月額 

１ ３，６００，０００円 ３００，０００円 

２ ３，８４０，０００円 ３２０，０００円 

３ ４，０８０，０００円 ３４０，０００円 

４ ４，３２０，０００円 ３６０，０００円 

５ ４，５６０，０００円 ３８０，０００円 

６ ４，８００，０００円 ４００，０００円 

７ ５，０４０，０００円 ４２０，０００円 

８ ５，２８０，０００円 ４４０，０００円 

９ ５，５２０，０００円 ４６０，０００円 

１０ ５，７６０，０００円 ４８０，０００円 

１１ ６，０００，０００円 ５００，０００円 

１２ ６，２４０，０００円 ５２０，０００円 

１３ ６，４８０，０００円 ５４０，０００円 

１４ ６，７２０，０００円 ５６０，０００円 

１５ ６，９６０，０００円 ５８０，０００円 

１６ ７，２００，０００円 ６００，０００円 

１７ ７，４４０，０００円 ６２０，０００円 

１８ ７，６８０，０００円 ６４０，０００円 

１９ ７，９２０，０００円 ６６０，０００円 

２０ ８，１６０，０００円 ６８０，０００円 

２１ ８，４００，０００円 ７００，０００円 

２２ ８，６４０，０００円 ７２０，０００円 

２３ ８，８８０，０００円 ７４０，０００円 

２４ ９，１２０，０００円 ７６０，０００円 

２５ ９，３６０，０００円 ７８０，０００円 

２６ ９，６００，０００円 ８００，０００円 

２７ ９，８４０，０００円 ８２０，０００円 

２８ １０，０８０，０００円 ８４０，０００円 

２９ １０，３２０，０００円 ８６０，０００円 

３０ １０，５６０，０００円 ８８０，０００円 

３１ １０，８００，０００円 ９００，０００円 

３２ １１，０４０，０００円 ９２０，０００円 

３３ １１，２８０，０００円 ９４０，０００円 

３４ １１，５２０，０００円 ９６０，０００円 

３５ １１，７６０，０００円 ９８０，０００円 

３６ １２，０００，０００円 １，０００，０００円 

３７ １２，６００，０００円 １，０５０，０００円 

３８ １３，２００，０００円 １，１００，０００円 

３９ １３，８００，０００円 １，１５０，０００円 

４０ １４，４００，０００円 １，２００，０００円 
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４１ １５，０００，０００円 １，２５０，０００円 

４２ １５，６００，０００円 １，３００，０００円 

４３ １６，２００，０００円 １，３５０，０００円 

４４ １６，８００，０００円 １，４００，０００円 

４５ １７，４００，０００円 １，４５０，０００円 

４６ １８，０００，０００円 １，５００，０００円 

４７ １８，６００，０００円 １，５５０，０００円 

４８ １９，２００，０００円 １，６００，０００円 

４９ １９，８００，０００円 １，６５０，０００円 

５０ ２０，４００，０００円 １，７００，０００円 

  

 

別表２ 特任教員時間給表（第６条第２項関） 

号 時 間 給 

１  １，１００円 

２  １，２００円 

３  １，３００円 

４  １，４００円 

５  １，５００円 

６  １，６００円 

７  １，７００円 

８  １，８００円 

９  １，９００円 

１０  ２，０００円 

１１  ２，１００円 

１２  ２，２００円 

１３  ２，３００円 

１４  ２，４００円 

１５  ２，５００円 

１６  ２，６００円 

１７  ２，７００円 

１８  ２，８００円 

１９  ２，９００円 

２０  ３，０００円 

２１  ３，５００円 

２２  ４，０００円 

２３  ４，５００円 

２４  ５，０００円 

２５  ５，５００円 

２６  ６，０００円 

２７  ６，５００円 

２８  ７，０００円 
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２９  ７，５００円 

３０  ８，０００円 

３１  ８，５００円 

３２  ９，０００円 

３３  ９，５００円 

３４ １０，０００円 

３５ １０，５００円 

３６ １１，０００円 

３７ １１，５００円 

３８ １２，０００円 
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氏名 学部 大学院（博士課程）

村山　功
マルティメディア，教育課程論，教育の方法・
技術

教育プログラム開発論，教育工学
論研究

石上靖芳 総合・特別活動論，教育課程論

町　岳 教育課程論，教育の方法・技術

大塚　浩
国語科教育法Ⅰ，中等国語科教育法Ⅱ，中
等国語科教育法Ⅳ，国語科教育特論

坂口京子
国語科教育法Ⅰa，国語科実践論，中等国語
科教育法Ⅲ，中等国語科教育法Ⅳ

国語教育論研究

磯山恭子

初等生活科教育法Ⅰ・Ⅱ，初等社会科教育
法Ⅰ・Ⅱ，中等社会科教育法Ⅰ（公民分野），
中等社会科教育法Ⅱ（地理歴史分野），社会
科教育演習Ⅰ，社会科教育特論Ⅱ，教職実
践演習

村井大介

初等生活科教育法Ⅰ・Ⅱ，初等社会科教育
法Ⅰ・Ⅱ，中等社会科教育法Ⅱ（地理歴史分
野），中等社会科教育法Ⅳ（公民分野），社会
科教育演習Ⅱ，社会科教育特論Ⅰ，社会学
特論，教職実践演習

熊倉啓之
算数科教育法Ⅰ，中等数学科教育法Ⅰ，中
等数学科教育法Ⅳ，数学科教育特論Ⅰ，算
数・数学科教科内容指導論Ⅰ

数学教育論研究

柗元新一郎
算数科教育法Ⅰ，中等数学科教育法Ⅱ，中
等数学科教育法Ⅲ，数学科教育特論Ⅱ，算
数・数学科教科内容指導論Ⅰ

小南陽亮

生態学，生物学実験I・II，基礎生物学，応用
生物学，生物学原書講読，自然観察フィール
ドワーク，専門基礎理科，自然と環境教育，
理科教科内容指導論II

生物教育内容論研究，教育プレ
ゼンテーション論

郡司賀透 中等理科教育法Ⅱ，理科教育演習Ⅱ 理科教育論研究

寳福英樹
声楽，専門基礎音楽，合唱，音楽文化研究，
発達音楽学Ⅰa，発達音楽学Ⅱa，発達音楽
学Ⅲ，発達音楽学Ⅳ

長谷川慎

初等音楽科教育法,中等音楽科教育法Ⅰ,中
等音楽科教育法Ⅱ,中等音楽科教育法Ⅲ,中
等音楽科教育法Ⅳ,音楽科教科内容指導論
Ⅰ,音楽科教科内容指導論Ⅱ,教職実践演習,
情報処理,新入生セミナー,発達音楽学Ⅰa,発
達音楽学Ⅰb,発達音楽学Ⅱa,発達音楽学Ⅱ
b,発達音楽学Ⅲ,発達音楽学Ⅳ,音楽文化研
究

表現・鑑賞論

芳賀正之
図画工作科教育法Ⅰ，中等美術科教育法
Ⅱ，中等美術科教育法Ⅳ，美術科教科内容
指導論Ⅱ

髙橋智子

教職実践演習（教諭），図画工作科教育法
Ⅰ，専門基礎図画工作，中等美術科教育法
Ⅰ，中等美術科教育法Ⅲ，美術科教科内容
指導論Ⅱ，美術教育研究

教育方法

分野

新教職大学院の専任教員の学部等での担当授業科目一覧

音楽

美術

国語

社会

数学

理科

教科教育
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氏名 学部 大学院（博士課程）分野

赤田信一
体育科教育法Ⅰ，保健体育科教育法Ⅰ，保
健科教育Ⅱ，学校健康教育，保健体育科教
科内容指導論Ⅰ，学校保健

野津一浩

体育科教育法Ⅰ，専門基礎体育，保健体育
科教育法Ⅰ，保健体育科教育法Ⅱ，保健体
育科教育法Ⅲ，保健体育科教科内容指導論
Ⅰ，陸上競技，体育実技

紅林秀治
技術科教育法Ⅲ，技術科教育法Ⅳ，金属加
工学，金属加工学応用，金属加工実習，金
属加工演習

技術教育教材論研究

室伏春樹

技術科教育法Ⅱ，工業科教育法Ⅱ，情報科
教育法Ⅰ，教職実践演習（教諭），技術科教
科内容指導論Ⅰ，技術教育研究，情報工
学，情報処理基礎実習，情報処理応用実
習，情報工学特論

色川卓男
家庭経営学，消費者市民教育論，消費者教
育演習

小清水貴子

専門基礎家庭，初等家庭科教育法Ⅰ・Ⅱ，中
等家庭科教育法Ⅱ，中等家庭科教育法Ⅲ，
生活情報処理，教職実践演習，家庭科教育
演習Ⅰ，家庭科教育演習Ⅱ

矢野　淳
中等英語科教育法Ⅰ，英語科教育法Ⅰ，専
門基礎英語，英語演習Ⅰ

亘理陽一
英語学習法，中等英語科教育法Ⅱ，中等英
語科教育法Ⅲ，教職実践演習

小林朋子

生徒指導，生徒指導（養護），学校カウンセリ
ング論，学校心理学，児童理解の方法，教育
心理学演習，教育心理学実践研究Ⅰ,教育
心理学実践研究Ⅱ，学校安全と危機管理，
学校におけるリスク管理，教育・学校心理学
（人文），地震防災（学際）

井出智博
心理学入門，心理検査・測定法，発達臨床心
理学，教育相談

鈴木秀志 特別活動論

伊藤公介 生徒指導

大塚　玲

特別支援教育概論Ⅰ，知的障害者の心理，
ＬＤ等教育総論，障害児心理検査演習，発達
障害者指導演習，特別の支援を必要とする
幼児，児童及び生徒に対する理解

山元　薫

新入生セミナー，教職実践演習，知的障害者
指導法，知的障害者教育課程論，障害児教
育体験演習，特別支援教育特講Ⅱ，障害者
生活支援論，特別の支援を必要とする幼児，
児童及び生徒に対する理解

田宮　緑
専門基礎生活，乳幼児理解の理論と方法，
保育内容「環境」の指導法，幼児と環境，保
育内容総論，保育の計画と評価

石原剛志
子どもの権利と幼児教育、子ども家庭福祉、
社会福祉、社会的養護Ⅰ、社会的養護Ⅱ、
子育て支援

生徒発達支援

特別支援教育

幼児教育

技術

家庭

英語

教科教育

保体
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氏名 学部 大学院（博士課程）分野

鈴江　毅

精神保健，臨床医学概論，臨床医学各論
Ⅰ，臨床実習Ⅱ，保健統計学，予防医学，学
校環境衛生，学校看護学，学校救急法概
論，臨床医学各論Ⅱ，予防医学，学校保健

鎌塚優子

養護学概論Ⅰ，養護学概論Ⅱ，養護教諭の
活動の実際Ⅰ，養護教諭の活動の実際Ⅱ，
保健科教育法Ⅰ，学校保健，学校保健演
習，健康相談，健康相談演習Ⅰ，健康相談
演習Ⅱ，臨床実習Ⅰ，学校保健と学校経営，
特別支援教育と保健教育，健康体育Ⅱ，学
校生活支援概論，教職実践演習（保健），教
職実践演習（養護教諭），新入生セミナ－

 基礎開発学実践論，養護実践教
育論研究

宇都宮裕章

初等学習開発学概論，確かな学力と資質・能
力の育成，初等学習開発学PBL I，初等学習
開発学PBL II，初等学習開発学演習I，初等
学習開発学演習II，言語活動研究，学校日本
語教育論

塩田真吾
ICTを活用した教育，情報と社会，メディア教
育実践学，情報モラル・セキュリティ ，マルチ
メディア，情報科教育法Ⅱ，情報処理

武井淳史 教職入門

渋江かさね
教職入門，生涯学習概論Ⅱ，社会教育実
習，社会教育特講

島田桂吾 教育と社会，教育経営論

小岱和代 教育と社会

吉澤勝治 教育と社会，教育課程論

学校組織

養護教育

現代的教育課題
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新教職大学院 履修モデルと時間割モデル 

 

１ 教育実践力育成コース 

 

★養成する人材像と教育目標  

  

 

 

 

 

 

 

★履修モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★履修時間割例 

 

 

 

 

 

 

 

教育活動に積極的に取り組み，将来的にリーダー的役割を担うことのできる新人教員を養

成する。 

1 年前期 1 年後期 2 年前期 2 年後期 

共通科目 
 

 
  

 

 
分野必修科目   

 

 
自由選択科目 自由選択科目 自由選択科目 

 

 
 課題研究Ⅰ 課題研究Ⅱ 

基盤実習 
教育実践力 

高度化実習Ⅰ 
教育実践力高度化実習Ⅱ 

 

 
構想発表会 中間発表会 最終試験 

 

4 つの資質・能力に関

わる基盤的学力の育成 

分野に関わる高度な 

実践的指導力の育成 

個人の教育課題の探究

に関わる理解の深化 

個人の教育課題の探究

の推進 

理論と実践の融合 

学びの評価 

1 年前期 月 火 水 木 金 

8:40～    

基盤実習 

 

10:20～ 共通科目 共通科目 共通科目 共通科目 

12:45～ 共通科目 共通科目 共通科目 共通科目 

14:25～  共通科目   

16:05～     

 

共通科目 

18 単位 

実習科目 

3 単位 

「4 つの資質・能力に関わる最新の教育動向等についての理解を深め，基盤的学力を身に

つけること」を共通目標とした上で，特に 4 つの資質・能力に関わるいずれかの分野に重

点をおいて学びを深め，高度な実践的指導力の育成・向上を目指す。 
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1 年後期 月 火 水 木 金 

8:40～    

教育実践

力高度化

実習Ⅰ 

 

10:20～ 分野必修 分野必修 自由選択 分野必修 

12:45～     

14:25～     

16:05～     

 

2 年前期 月 火 水 木 金 

8:40～    

教育実践

力高度化

実習Ⅱ 

 

10:20～ 自由選択 自由選択   

12:45～    課題研究Ⅰ 

14:25～     

16:05～     

 

分野必修 

6 単位 

自由選択 

2 単位 

実習科目 

3 単位 

自由選択 

4 単位 

課題研究 

2 単位 

実習科目 

a 単位※ 

2 年後期 月 火 水 木 金 

8:40～    

教育実践

力高度化

実習Ⅱ 

 

10:20～     

12:45～  自由選択  課題研究Ⅱ 

14:25～     

16:05～     

 

自由選択 

2 単位 

課題研究 

2 単位 

実習科目 

b 単位※ 

共通科目 18 単位 

分野必修 6 単位 

自由選択 8 単位 

実習科目 10 単位 

課題研究 4 単位  合計 46 単位 

※a＋b＝4 
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２ 教育実践開発コース 

 

★養成する人材像と教育目標  

  

 

 

 

 

 

 

★履修モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★履修時間割例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 年前期 1 年後期 2 年前期 2 年後期 

共通科目 
 

 
  

 

 
分野必修科目   

 

 
自由選択科目 自由選択科目 自由選択科目 

 

 
 課題研究Ⅰ 課題研究Ⅱ 

訪問実習 
学校改善力 

高度化実習Ⅰ 
学校改善力高度化実習Ⅱ 

情報交換会 構想発表会 中間発表会 
最終試験 

成果発表会 

 

指導主事など専門研修リーダーとして活躍できる中堅教員を養成する。 

4 つの資質・能力に関 

わる基盤的学力の向上 

分野に関わる高度な 

実践的指導力の向上 

 
個人の教育課題の探究

に関わる理解の深化 

 
個人の教育課題の探究

の推進 

 
理論と実践の融合 

学びの評価 

1 年前期 月 火 水 木 金 

8:40～    

訪問実習 

 

10:20～ 共通科目 共通科目 共通科目 共通科目 

12:45～ 共通科目 共通科目 共通科目 共通科目 

14:25～  共通科目   

16:05～     

 

共通科目 

18 単位 

実習科目 

2 単位 

「4 つの資質・能力に関わる最新の教育動向等についての理解を深め，基盤的学力を身に

つけること」を共通目標とした上で，特に 4 つの資質・能力に関わるいずれかの分野に重

点をおいて学びを深め，高度な実践的指導力の育成・向上を目指す。 
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1 年後期 月 火 水 木 金 

8:40～    

学校改善

力高度化

実習Ⅰ 

 

10:20～ 分野必修 分野必修 自由選択 分野必修 

12:45～     

14:25～     

16:05～     

 

2 年前期 月 火 水 木 金 

8:40～    

学校改善

力高度化

実習Ⅱ 

 

10:20～ 自由選択 自由選択   

12:45～    課題研究Ⅰ 

14:25～     

16:05～     

 

分野必修 

6 単位 

自由選択 

2 単位 

実習科目 

3 単位 

自由選択 

4 単位 

課題研究 

2 単位 

実習科目 

a 単位※ 

2 年後期 月 火 水 木 金 

8:40～    

学校改善

力高度化

実習Ⅱ 

 

10:20～     

12:45～  自由選択  課題研究Ⅱ 

14:25～     

16:05～     

 

自由選択 

2 単位 

課題研究 

2 単位 

実習科目 

b 単位※ 

共通科目 18 単位 

分野必修 6 単位 

自由選択 8 単位 

実習科目 10 単位 

課題研究 4 単位  合計 46 単位 

※a＋b＝5 
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３ 学校組織開発コース 

 

★養成する人材像  

  

 

 

 

 

 

 

★履修モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★履修時間割例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 年前期 1 年後期 2 年前期 2 年後期 

共通科目 
 

 
  

 

 
分野必修科目 分野必修科目  

 

 
 自由選択科目 自由選択科目 

 

 
 課題研究Ⅰ 課題研究Ⅱ 

訪問実習 
学校改善力 

高度化実習Ⅰ 
学校改善力高度化実習Ⅱ 

情報交換会 構想発表会 中間発表会 
最終試験 

成果発表会 

 

管理職など教育組織を管理運営するリーダーとして活躍できる中堅教員等を養成する。 

4 つの資質・能力に関 

わる基盤的学力の向上 

分野に関わる高度な 

実践的指導力の向上 

 
個人の教育課題の探究

に関わる理解の深化 

 
個人の教育課題の探究

の推進 

 
理論と実践の融合 

学びの評価 

1 年前期 月 火 水 木 金 

8:40～    

訪問実習 

 

10:20～ 共通科目 共通科目 共通科目 共通科目 

12:45～ 共通科目 共通科目 共通科目 共通科目 

14:25～  共通科目   

16:05～     

 

共通科目 

18 単位 

実習科目 

2 単位 

「4 つの資質・能力に関わる最新の教育動向等についての理解を深め，基盤的学力を身に

つけること」を共通目標とした上で，特に 4 つの資質・能力に関わるいずれかの分野に重

点をおいて学びを深め，高度な実践的指導力の育成・向上を目指す。 
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*は，他分野の自由選択科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分野必修 

4 単位 

課題研究 

2 単位 

実習科目 

a 単位※ 

1 年後期 月 火 水 木 金 

8:40～    

学校改善

力高度化

実習Ⅰ 

 

10:20～ 分野必修 分野必修 分野必修 分野必修 

12:45～     

14:25～     

16:05～     

 

2 年前期 月 火 水 木 金 

8:40～    

学校改善

力高度化

実習Ⅱ 

 

10:20～ 分野必修 分野必修   

12:45～    課題研究Ⅰ 

14:25～     

16:05～     

 

分野必修 

8 単位 

自由選択 

2 単位 

実習科目 

3 単位 

2 年後期 月 火 水 木 金 

8:40～    

学校改善

力高度化

実習Ⅱ 

 

10:20～     

12:45～  自由選択他*  課題研究Ⅱ 

14:25～     

16:05～     

 

自由選択 

2 単位 

課題研究 

2 単位 

実習科目 

b 単位※ 

共通科目 18 単位 

分野必修 12 単位 

自由選択 2 単位（他分野） 

実習科目 10 単位 

課題研究 4 単位  合計 46 単位 

※a＋b＝5 
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教育学部・専攻専修と新教職大学院・分野の関係 

 

 

 

 

 専攻 専修 

発達教育学専攻 

教育実践学専修 

教育心理学専修 

幼児教育専修 

初等学習開発学専攻  

養護教育専攻  

特別支援教育専攻  

教科教育学専攻 

国語教育専修 

社会科教育専修 

数学教育専修 

理科教育専修 

音楽教育専修 

美術教育専修 

保健体育教育専修 

技術教育専修 

家庭科教育専修 

英語教育専修 

 

分野 

学校組織 

現代的教育課題 

生徒発達支援 

幼児教育 

教育方法 

養護教育 

特別支援教育 

教科教育 
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